
国民保護の取組について

１．令和７年度の主な取組

区 分 内 容

（１）国民保護
共同訓練

●弾道ミサイルを想定した住民避難訓練
・日程：令和７年９月７日（日）上天草市 ※令和７年８月豪雨災害により中止

（２）避難施設の
指定

●緊急一時避難施設の指定拡大
・市町村と連携して緊急一時避難施設の指定拡大に取り組んだ。
【新規地下施設】熊本県民運動公園（陸上競技場）、八代市役所本庁舎地下駐車場

※緊急一時避難施設数（うち地下施設数） R7：1,124(11) → R8：1,147(13)

１

●受入れ要領作成に向けた取組み（令和７年度）

・沖縄県先島諸島からの避難住民の受入れについては、令和６年度から令和８年度の３か年をかけて検討。令和６年度は、国
が示した一定の条件のもと、「初期的な計画」として避難当初の約１か月間において必要となる事項を整理。

・令和７年度は、令和６年度に検討した「初期的な計画」の更なる具体化を図るとともに、中長期の避難を想定する等、新た
な事項について検討を行い、「初期的な計画」と合わせて「受入れ基本要領」の中間整理として取りまとめた。

（３）避難住民の
受入れ検討

八代市役所本庁舎地下駐車場
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国民保護の取組について

２．令和８年度の主な取組

区 分 内 容

(１)国民保護
      共同訓練

●弾道ミサイルを想定した住民避難訓練
・令和８年 ９月２７日 人吉市
・令和８年１１月２９日 宇土市

●国重点訓練（沖縄県国民保護訓練）
・令和９年１月２２日・２３日 沖縄県・九州山口各県

(２)避難施設の
      指定

●緊急一時避難施設の指定拡大
・緊急一時避難施設の更なる指定拡大を図る。
・民間施設の指定拡大に向け、市町村と連携し取組みを継続する。

(３)避難住民の
受入れ検討

●検討内容の更なる具体化、受入れ基本要領の作成
・令和８年度は、令和６年度から３か年をかけた検討の最終年度であり、
これまで検討内容の更なる具体化を図るとともに、基本要領を作成する。

※令和８年４月２４日には、本県が受入れを想定して検討を進めている、多良間村・宮古島市を
木村知事が訪問し、伊良皆多良間村長、嘉数宮古島市長と意見交換を行った。

２

多良間村との意見交換 宮古島市との意見交換

住民避難訓練の様子（水俣市）

国民保護普及・啓発動画
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